
 

                               

１ グループ各社と連携し、かんぽ生命保険の不適正募集に関する

業務改善計画の着実な実施等により、国民・利用者の信頼の着実

な回復に努めること。 

 

２ 日本郵便が取得・保有するデータ及び郵便局ネットワークの活

用等によるＤＸの推進や、地方創生、ＳＤＧｓ・ＥＳＧへの取組

等の積極的な実施並びに国際物流業務の収益力向上等により、社

会環境の変化に対応した多様かつ柔軟なサービス展開を行うこと。 

 

３ 郵便法及び民間事業者による信書の送達に関する法律の一部を

改正する法律（令和２年法律第 70号）の施行に伴う郵便サービス

の見直しにあたっては、利用者への十分な周知を実施するととも

に、サービス提供に混乱が生じることがないようにすること。ま

た、法改正の趣旨を踏まえ、深夜・週末労働の縮減等働き方改革

の推進に努めること。 

 

４ 地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法

律の改正により郵便局で取扱可能な事務が追加された場合に向け

た準備を確実に実施するとともに、グループ各社と連携し、マイ

ナンバーカードの普及促進に積極的に取り組むこと。 

 

５ ユニバーサルサービスを確実に提供するとともに、新型コロナ

ウイルス感染症対策や災害時の対応、サイバーセキュリティ対策

等を適切に行い、業務継続の確保に努めること。 

（別添２－２） 


